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Supplementary Text 
“The industry must be inconspicuous”: Japan Tobacco’s Corruption of Science and Health 
Policy via the Smoking Research Foundation1 
Kaori Iida2 and Robert N. Proctor3 











⽅法：最近の⽇本国内の訴訟資料、出版されている⽂書、「Truth Tobacco Industry 
Documents」アーカイブに保存されているたばこ業界の内部⽂書等を分析した。 
結果：たばこ規制に対する JT の対策は、1980 年代半ば、JT ⺠営化に伴って強化され
た。⼤蔵省の保護下にとどまったものの、半⺠営化された会社には、（これまでと同等











                                               
1 本稿は、同タイトルの Tobacco Control 誌掲載論⽂（TC 論⽂）の⽇本語版で、同論⽂の
Supplementary Text として出版されたものである。TC 論⽂に字数の関係で含めることのでき
なかった情報の⼀部は、本稿に脚注として追加した。本稿中で⾔及される表については、TC
論⽂中の同⼀番号の表を参照されたい。 
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部⽂書アーカイブ（「Truth Tobacco Industry Documents」
https://www.industrydocumentslibrary.ucsf.edu/tobacco/）を調査・分析した。組織に
関連する検索語では、例えば、JT（または、JTI, JTS, Japan Tobacco, Japan）、
Smoking Research Foundation（または、smoking science foundation, research 
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4 同じ会合で、清⽔は、「過去において JT が、政策や、業界問題に関する報道にさえも背後で
影響を与えた多数の事例」について述べ、この状況が⺠営化とともに変わってしまったとウィ
ノカーに語った。 
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て守られていた。JT（清⽔と思われる）は、1986 年 2 ⽉にこの委員会の仮名簿をウィ
ノカーに送った。この書簡の中で JT は、次の 4 つの分野から委員を集めると説明して
いる。４分野とは「学界」（医学者）、「⾏政」（省庁）、「財界」（⾦融機関を含む）、「た















が、フィリップ モリスの⽂書には「元環境庁⻑官」と記されている（実際は 1973 年か






                                               
7 PM アジアのディンヤー・S・ディビトリー（Dinyar S. Devitre）社⻑に提出した同⽂書
（1986 年 1 ⽉）の中で、ウィノカーは清⽔との会合を次のように報告している。「⼀⾔で⾔う
ならば、JT は、研究助成を⾏うと同時にたばこ関連の公共政策に影響⼒をもつ機関の設⽴を提
案している。」清⽔はこの会合でウィノカーに対し、財団がスターティング助成⾦として 13
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議会は本質的に「喫煙と健康に関する研究運営協議会」（Council）の機能を引き継いだ












財団の「環境中たばこ煙（ETS）」プロジェクトと 1987 年世界会議 
 1987 年 3 ⽉、JT「喫煙と健康問題調査室」のアキヤマ・ユキオが、ワシントン DC
で開かれた会議で、13 件の研究を含む「⽇本における ETS 研究の状況」について報告
している。うち 12 件が喫煙科学研究財団による助成研究（「SRF-ETS」）で、もう１件
は JT が直接資⾦を拠出しているものだった[60]。この会議では、英国の「たばこ諮問
委員会（Tobacco Advisory Council）」、⻄ドイツの「たばこ産業連盟（Verband der 








（General Affairs Committee）」の両⽅の委員に就任している[62]9。 
 また、業界主催の会議である「室内空気質（Indoor Air Quality）国際会議」が、「先
⼿を打って健康世界会議の影響⼒を阻⽌するために」1987 年に東京で開催されたが、
SRF-ETS 研究者の半数以上がこれに参加した[25,63]。JT は、この会議準備のため、
「独⽴」の専⾨委員会としての「環境と健康審議会（Council of Environment and 
Health）」[25,64,65]と会議の組織委員会[66]を設⽴したが、どちらも多数の財団関係者
                                               
9 内部⽂書（1986 年 4 ⽉）で「喫煙科学研究財団がこの〔科学論⽂を選考する〕委員会にメン
バーを送ることができれば、 “中⽴”な論⽂を会議に出すことができる」と説明されている。
https://www.industrydocumentslibrary.ucsf.edu/tobacco/docs/#id=lsdl0120 
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で構成されており、春⽇⻫が（両⽅の委員会で）議⻑を務めた。財団はこの会議のため






会」の委員に、財団の研究審議会会⻑である本間⽇⾂が任命されていた。1986 年 2 ⽉
にウィノカーが東京を訪問した際、清⽔は、JT が「よりバランスのとれた報告書にし
てくれそうな委員を 1〜2 名」、厚⽣省の招集するパネルに追加する計画だと報告してい


















                                               
10 当時海外メーカーも⽇本の⽩書作成とほぼ同時並⾏で原稿内容を把握していた可能性が⾼
い。例えば、⽶国の弁護⼠、PM、レイノルズ（RJR）、JT、喫煙科学研究財団のメンバーによ
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かれている。その⽂書によれば、JT は 1963 年に「スモーキンクリーン・キャンペー
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され、産業に有利な役割を果たしている。例えば、喫煙者 3 名が 2005 年に提起した訴





地裁は、たばこ事業等審議会が作成した 1989 年の答申に依拠している[86]。 
 この同じ訴訟において、原告らは、たばこにより多⼤な害が⽣じることを JT は熟知
していたが、それらの害が確実に証明されたか否かに関する⼈々の認識をかく乱してき
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業界への「好意」を⽣み出す⼿伝いをした。CTR も財団も資⾦提供者であるたばこ業
界に信頼性を付与してきたのである。CTR は 100 以上の学術研究機関に、財団は 1 年
間で最⼤ 90 もの機関に資⾦を提供した[89,90]。 
 喫煙科学研究財団は、海外たばこメーカーの否定論キャンペーンをアジアへ拡⼤する
⼿段としても捉えられるべきだろう。たばこの害を否定しようとするこのキャンペーン
は、1953 年 12 ⽉、マンハッタンのプラザホテルで開かれた⽶国たばこメーカー幹部の
会議に端を発している。キャンペーンはまずカナダへと広がり、さらに、イギリスの国
際喫煙問題委員会（ICOSI；INFOTAB の前⾝）の設⽴を⽪切りに、1977 年には欧州に









ことは間違いない。この好機を予期した厚⽣労働省は、2016 年 10 ⽉に、多数の者が利
⽤する場所での喫煙を禁ずる案を発表した[94]。しかし、この原案は強い抵抗にあって
いる[95]15。しかし、最近では（2017 年 9 ⽉）東京都が受動喫煙防⽌条例案を出し、国
レベルの規制も前進する可能性はある。 
 BAT（ブリティッシュ アメリカン タバコ）のフリードリープ・ゼーホーファー










                                               
15 抵抗のためのネットワーク形成は、少なくとも 1980 年代にさかのぼる。⽇本国内で、「た
ばこ組合、飲⾷業団体等に働きかけ、こうした〔公共の場での喫煙の〕制限を阻⽌する活動を
開始させる」⽅法について清⽔に提案する予定であると 1986 年 1 ⽉にウィノカーが報告して
いる。 https://industrydocuments.library.ucsf.edu/tobacco/docs/#id=fkhn0141 
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